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多国籍電子業者からの電子役務をオンラインでクレ
ジットカード決済する場合の源泉徴収時点

デジタル経済の発展と電子決済の普及により、台湾企業が

国内に固定営業場所や営業代理人を持たない外国企業か

ら電子役務の提供を受けることが一般的となり、会社の業

務活動に欠かせない一部分になっている場合もあります。

これには例えば、製品の知名度を上げるためのオンライン

広告の依頼、営業用ソフトウェア、オンラインサービスなど

があります。

台湾に固定営業場所や営業代理人を持たず、台湾の買手

に電子役務を提供する外国営利事業者（即ち、「多国籍電

子業者」）に対し、財政部は2018年1月2日付台財税字第

10604704390号通達及び2018年5月11日付台財税字第

10700522870号通達を公布し、多国籍電子業者が台湾の

買手に電子役務を提供し、取得する台湾源泉収入は、所

得税を課すと規定しています。台湾の買手が機関、団体、

学校、事業者、破産財団、業務事業者である場合は、台湾

の買手が多国籍電子業者に報酬を支払う際に、法律に基

づいて源泉徴収を行う必要があります。

所得税法第88条に、納税義務者に源泉徴収範囲の所得が

ある場合、源泉徴収義務者は「支払時」に支払金額に基づ

き税金を源泉徴収しなければならないと規定されていま

す。また、「支払時」の認定は、所得税法施行細則第82条

第1項に、「実際に支払、銀行口座間の振込又は銀行送金

を行った時を指す。」と規定されています。

しかし、会社が電子役務をオンラインで会社名義のクレジッ

トカードで決済する場合、「支払時」が「クレジットカードの読

取時」「毎月の決算時」「会社がクレジットカード料金を支

払った時」のいずれであるか明確にされていません。

さらに実際には、従業員が個人のクレジットカードを使っ

て、会社に代わって電子役務をオンラインで決済し、会社に

関連料金を請求する場合もあります。この場合における源

泉徴収義務者の源泉徴収時点についても明確ではありま

せん。

所得税法では、源泉徴収義務者が法律に基づく源泉徴収

を怠った場合、税金の追徴だけでなく、罰則の対象となる

可能性があると規定されています。会社が多国籍電子業

者から役務サービスを受け、クレジットカードで決済した場

合、所得税法の関連規定に適合するために源泉徴収義務

者がどの時点で源泉徴収するべきかは、源泉徴収義務者

の権益に大きな影響を及ぼします。以上を鑑み、KPMGは

法令適用上の疑義を考慮し、財政部と国税局に主務機関

による解釈通達を求めました。

この問題についてKPMGは次のように考えます。

「クレジットカードの読取時」を源泉徴収時点とすることは、

会社が取引ごとに別々に源泉徴収を行う必要があるだけ

でなく、事務作業の煩雑さを増すことになります。（1か月に

10回電子役務を決済した場合、その月に10回分の源泉徴

収申告を行う必要があります。 ）また、従業員が先に会社

に代わってクレジットカードを使用した場合、会社は従業員

が請求するまで源泉徴収に関する情報（例：支払の性質、

対象、金額等）を知ることはできません。そのため、従業員

がクレジットカードを使用してから10日以内に、会社が源泉

徴収手続きを完了させることは難しいと考えられます。よっ

て、「クレジットカードの読取時」を源泉徴収義務者による源

泉徴収時点とすることは不適切と考えられます。
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また、源泉徴収制度は税務当局が税源を把握し、正確な課

税を確保するという観点から、所得税法第88条の「支払時」

は、個別案件において源泉徴収義務者が源泉徴収に関す

る情報を十分に把握することを合理的に期待できる時点を

考慮する必要があると考えられます。財政部1979年11月13

日付台財税字第37998号通達（以下、「1979年通達」）にお

いて、「外国会社が許可を受けて台湾に投資し、台湾の被

投資会社に社員を派遣した場合には、当該外国人社員は

被投資会社に雇用されるものと見なし、その給与は被投資

会社が負担するものとする。当該外国人社員の給与を外

国会社が先に支払った場合は、外国会社の立替費用とな

る。国内の被投資会社が外国会社から支払の通知を受取

り帳簿記入した時、法により所得税の源泉徴収を行わなけ

ればならない。」と規定されているのは前述の趣旨に基づ

いていると考えられます。

財務省及び国税局との検討の結果、国税局は1979年通達

の趣旨を参考に、会社がオンラインでクレジットカードを使

用し、多国籍電子業者から電子役務の提供を受けた場合

の源泉徴収時点について、クレジットカード保有者が「会

社」であるか、又は「会社の従業員」であるかによって、下

図のように処理することができるとの見解を示しました。

この実務上の方法は、所得税法第88条の「支払時」の趣旨

に沿うだけでなく、会社は多国籍電子業者への支払いのた

びに個別に源泉徴収を行う必要がなくなり、前月の支払が

すべて送金された後、翌月に一括で源泉徴収することがで

きます。これは、日常的に多国籍電子業者から電子役務の

提供を受けている会社にとって、税務コンプライアンスコス

トを削減するという点で大きなメリットがあると考えられま

す。
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